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※②、④、⑤、⑥につ
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２．事業概要 河内長野市商工会

（１）所管地域の産業経済の現状と課題

 地域の経済循環率をみると住宅地域では、50%～70%と言われている中、河内長野市は54.5%と
なっている。富田林市（57.8%）、大阪狭山市（58.7%）、羽曳野市（55.6%）と比較すると最も低
い値となっている。要因としては、民間消費の地域外への流出率が▲13.3%と富田林市（▲6.9%）、
大阪狭山市（0.0%）、羽曳野市（▲9.6%）と比べると高いためと推測される。
 産業別事業所数をみると、卸売業、小売業が736社（26.1％）、宿泊業，飲食サービス業が304社
（10.8％）、製造業243社（8.6％）、となっている。また、製造業が大阪府全体（11.1％）と比較
すると低い割合となっている。
 製造業の中でも、府内全体と比べると「はん用機械器具製造業」や「鉄鋼業」の割合が高く、当該地
域の中心的な業種となっている。
 また、付加価値額が最も高い製造業を中分類で分析すると「鉄鋼業」、「はん用機械器具製造業」、
「金属製品製造業」の順となっている。付加価値額と労働生産性の散布図を見ても「鉄鋼業」、「はん
用機械器具製造業」、「金属製品製造業」が比較的高くなっている。製造業の事業所数の推移を見ると
平成８年から平成２６年にかけて１７９事業所（42.4%）減少しており、全事業所数においては４１８
事業所（12.9%）の減少となっている。全業種減少率と比較しても製造業の減少率が最も高く、要因と
しては、急速な人口減少と少子・高齢化等の影響と相まった後継者不足や、住工混在による操業困難等
から、市外転出や廃業等に歯止めがかからない傾向にあります。商業においては、販売力・集客力・情
報発信等を強化することが急務である。工業は、産業用地の確保・企業誘致・加工技術の向上・伝統あ
る技術を生かした新製品の開発等が課題である。

（５）事業の実施により期待される効果及び実施しなかった場合の影響（実施する事業の総体的な効果等を記載すること）

 地域に密着した経営指導員が相談・指導業務を通じて、小規模事業者が抱える課題の把握に努め、
国・府・市や各種中小企業支援機関が実施している施策を普及啓発し、これら機関とのコーディネート
を積極的に行うとともに、民間専門家との連携を図り、地域におけるワンストップサービスの拠点とし
ての役割を果たし「頼りになる商工会」と呼ばれるよう、全力を傾注していく。
 本事業を実施しなかった場合、小規模事業者が抱える日常的な課題の発見・解決や、後継者問題を始
めとする人材育成などの機会が減少するなど、事業者の経営に影響を及ぼすとともに、事業者同士の交
流によるビジネスチャンスの喪失など、地域経済全体の活力向上の機会を失うことになる。

（２）所管地域の活性化の方向性

 本市は、産業振興を進めるにあたり、既存産業の振興や新規産業の参入、商業や観光、サ－ビス産業
の充実、都市近郊農林業の活性化など、本市特有の地域資源を生かした河内長野市らしい産業のあり方
について、具体的に目指すべき基本構想を示すため「河内長野市産業振興ビジョン」を策定され、２７
年度より掲げる戦略を、具体的、計画的に実行する「アクションプラン」がスタ－トしました。当商工
会としては、商工業者の課題解決に向け市行政・各支援機関・専門家と連携を密にして活性化推進が図
れるように取り組みます。また、観光については、観光マップ（隣接三市合算）より「関西サイクルス
ポーツセンター」は、高い値での１位となっている。宿泊施設については、４施設と少なく、観光客や
出張客への施設の充実化が必要である。
 「奥河内くろまろの郷」が２０１７年４月より道の駅に登録され、以後、売上、他市からの流入が増
加しています。又、河内長野市は、文化財のまちでもあり国宝が７件、重要文化財が７７件あり府下２
位となっています。地場の農産物も豊富にあり これら地域資源を利用して河内長野の魅力を最大限に
活かすとともに、交流人口の増加と地域のにぎわいを創出するためにも市行政とより一層連携を強化し
地域の活性化が図れるように取り組みます。

（３）主たる支援の対象として想定する小規模事業者等のイメージ及び対象事業者数

 本市は、急速な人口減少と高齢化、事業所数の減少が相まって、消費・サービスに対する潜在需要が
期待できない状態となっている。商業においては、空洞化等による集客力の低下、既存商店街等の商圏
縮小など環境は厳しく、製造業や建設業においても下請企業が多く、材料の高騰・人材不足等により存
続すら厳しい経営環境にある。
 このような状況下、継続的な支援はもとより、事業所が抱える課題等を、巡回・窓口相談等で把握
し、事業者を前向きに導き各支援機関等との連携を図って支援し、また、新規創業者や創業後間もない
経営者に対して、関係機関と連携を密にして、セミナ－・交流会・河内長野市起業家支援補助金等の情
報提供し、地域経済の新陳代謝の強化にも取り組みます。
 管内小規模事業者数１，８９９事業所を対象とする。

（４）事業の目標

 小規模事業者が抱える課題の把握と解決に向けて、経営指導員間での情報の共有化を図り、支援関係
機関等の専門家とも連携しながら迅速かつ適切な相談・指導支援を行うことを主たる目標とする。
 各種セミナ－・交流会・展示会等を実施し、事業承継・働き方改革・消費税軽減税率制度・販路開
拓・人材育成・コスト削減・異業種連携等経営力を強化し安定的持続発展を目指す。
 創業希望者に対して、セミナ－・交流会等の情報提供はもとより、効果的な事業を計画し、約３０件
の支援と約２０件の創業を目指す。
 地域活性化に合理的・効果的な事業を計画し、積極的に取り組み、地域ブランド（特産品）の販路拡
大・地場産業のPR等推進を図り、地域全体の活性化を目指したい。



3．経営相談支援事業・専門相談支援事業 事業調書

事業所

10

26

24

河内長野市商工会

Ⅰ 経営相談支援事業

支援

支援金融支援（経営指導型）

支援機関等へのつなぎ

 働き方改革関連法・消費税の軽減税率制度の実施に伴う課題解決支援の充実。
 専門知識を要する高度かつ複雑な課題解決並びに事業者に習得していただく各種制度の理解と周知
が図れる。

経営個別相談 継続 開催日数 12 中小企業診断士による高度で複雑な課題解決に対応する。

事業実施のポイント・期待される効果

社会保険労務士による高度で複雑な課題解決に対応する。

事業名

日本政策金融公庫職員による複雑な金融課題解決に対応する。

労務個別相談 継続 開催日数 12

事業概要

金融個別相談

事業所支援の実施方法（専門家や各種支援機関、支援制度の活用など）

Ⅱ 専門相談支援事業

巡回・窓口相談指導を通じて、事業所の問題・課題などを把握し専門家や各種支援機関との連携協力
を
得て迅速に対応し、ワンストップの機能を果たし幅広い支援活動を実施する。
 また、経営指導員の資質向上を図るため、経営指導員相互での情報・意見交換等を習慣づけ各自が
業務分担に拘らず事業者の相談等に対応する。

税務個別相談 継続 開催日数

331

17

指標

継続 開催日数 12

新規/継続 目標数値

税理士による税制改正等複雑な実務上の課題解決に対応する。

・前年度の支援企業数に基づき設定する。
・本会のホ－ムペ－ジ並びに商工会報・市広報・市商店連合会広報・地域コミュニティ誌等により周
知する。
・巡回・窓口相談指導を通じて支援事業を周知する。
・市各関連課と情報交換等連絡を密にし情報提供する。

事業所

件数設定の根拠及びその実現に向けた取り組み

販路開拓支援

支援メニューの件数

事業所

金融支援（紹介型）

事業所カルテ・サービス提案 320

24 支援

前年度支援企業数

1

10

資金繰り計画作成支援

事業計画作成支援

事業所

創業支援 10

５Ｓ支援 10

支援

事業所

マル経融資等の返済条件緩和支援

1人材育成計画作成支援

労務支援 110
マーケティング力向上支援

記帳支援 30

支援

10事業承継支援

事業所

ＩＴ化支援事業所

支援

5 事業所

事業継続計画(BCP)作成支援 5

17

事業所
コスト削減計画作成支援 30

20

災害時対応支援

5

債権保全計画作成支援 1 事業所

事業所

財務分析支援

0 事業所

事業所

事業所

320結果報告

事業所

事業所



４－１．地域活性化事業一覧

府施策
連携

（１）単独事業

（２）広域事業

○

(スタンプラリー形式に
よる活性化事業)

ラブリーハロウィーン
ｉｎ

かわちながの201９

金額（円）事業名

2,234,625

883,750

606,000
創業者交流会

（起業家支援事業）

若年者の人口流出や高齢化に伴う廃業により、小規模事業者は減少傾向であ
る。また、市内においては、事業所の交流や情報交換する機会が少ないため、
事業者同士の横のつながりが希薄で地域として事業所間の連携を自発的におこ
なうことは難しい。このような状況の中で、創業の促進を推進し、当商工会が
行政並びに金融機関等と連携して交流会を開催することにより、事業所間の連
携、相互の経営力向上等を図り、起業家の育成、新たな事業者の創出を見いだ
すことを目的とする。

奥河内フルーツラリー2019

小規模な市内飲食小売店では、長引く不況や大型飲食店の競合などの影響によ
り、厳しい経営状況となっている。これを打破する為には、河内長野市自慢の
地域の特色、資源を有効活用し、河内長野ならではの地域一体型での事業を実
施し、市内外より消費者流入の強化を図り経営の向上に繋げる。

441,875

顧客を呼ぶ店舗
の作り方

勉強交流会（販売力強
化事業）

《耐震診断ステップ
アップ講習会》

2020年建築基準法等
改正に伴う建築物省エ
ネ法改正セミナー

建築・設計に関わる事業者を対象に、第1回目は、既存木造住宅の耐震診断・改
修についての知識を身につけていただき、2回目は、バリアフリー改修工事によ
る補助金活用の講習会、3回目は、空き家の利活用講習会、4回目は、「住宅省
エネ技術（施工・設計）」、5回目は、「インスペクション」の知識を身につけ
ていただいた。今回は、2020年に建築基準法等改正に伴う建築物省エネ法の
改正点について、専門知識を身につけていただき、販路拡大と地域貢献に努
め、又、社会信頼性の向上へと繋げる。

キャッシュレス決済対策支援事業

我が国のキャッシュレス決済比率は約20％であるが、決済比率の高い国からの
インバウンド増加や革新的なサービスを提供する新たな事業者の参入等、
キャッシュレス推進の機運が高まりつつあります。政府としても2025年の大
阪万博に向けて電子決済の普及を進めていく方針を発表しており、また2019
年10 月の消費増税に伴い、中小規模店舗向けのキャッシュレスに関連した景
気対策が検討されています。本セミナーでは電子マネーの基礎から最新決済
サービスの特徴について学び、キャッシュレス決済に取り残されず、顧客から
選ばる事業所となるように支援を行う。

465,870

河内長野市商工会

概要

246,188

6,791,534

548,834

303,000

市内商業者は、長引く不況や大型店の競合、人口減少(＝消費者減少)問題など、

厳しい経営状況下で、日々集客の方法を試行錯誤し努力をされています。そこ

で、その集客の一助となるよう市内商店街、商店会、商店組合が手を合わせ一

つとなり市内全体において、自社のこだわり商品、こだわったサービス等を消

費者へＰＲし売上や常連客の拡大、参加店周辺店舗への集客効果を波及させる

など市内の商業活力強化へと繋げていく。

大阪の有効求人倍率は1.82倍と改善するも、25～29歳で1.50倍、45～49歳
で1.19倍と厳しい。特に、福祉・介護事業の充足率は10％と深刻な人手不足
である。
当地域の有効求人倍率（0.90倍、45～64歳で0.72倍）と中高齢の就職件数
は府下ワースト１です。雇用のミスマッチを解消することが課題である。
本事業は地域労働ネットワーク事業として、若者・中高年齢者等を広く対象と
した求人企業と働く意欲のある求職者をマッチングし、採用件数の増加を目的
とする。

消費者はWebで価格等を比較して商品を購入する。売上向上には独自性をア
ピールし差別化できる商品力と消費者から購入を促す魅力ある店舗力・お客様
のニーズを汲み取る提案力が必要である。専門家によるセミナーで事業者の意
識改革を促し、「誰に」「何を」「どのように売るか」を明確にすることで独
自のプラスα（知的財産）を見つける手ががりにする。また、単にセミナーを
受講する受身からグループディスカッションで交流し、成功したセミナー受講
生による経験者と情報交換と相互連携が可能となる。セミナー後の専門家派遣
は、小規模事業者がミラサポや補助金活用の情報を得て販路開拓支援から事業
計画を考えるきっかけとなる。また、経営力向上を促すことで地域経済の活性
化に結びつけることを目的とする。

求人・求職マッチング事業



４－１．地域活性化事業一覧

府施策
連携

金額（円）事業名

河内長野市商工会

概要

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

うち府施策連携事業

農商工連携（地産地消推進）事業 富田林商工会 事業計画参照

富田林商工会 事業計画参照

大阪府商工会連合会 事業計画参照

343,400

287,850

553,000

770,717

211,090

115,140富田林商工会 事業計画参照

羽曳野市商工会 事業計画参照

大阪府商工会連合会 事業計画参照

大阪勧業展

237,350

30,300

20,200

37,875

大阪府商工会連合会 事業計画参照

25,250

富田林商工会 事業計画参照

柏原市市商工会 事業計画参照

物産展ｉｎまつばら２０１８

2,933,659

女性リ－ダ－養成事業 大阪府商工会連合会 事業計画参照

知的資産経営支援事業

中小・小規模事業者
サービス品質向上支援事業

大阪府商工会連合会 事業計画参照

大阪府商工会議所 事業計画参照

経営革新支援事業

なわてふれあい商工フェア

広域セミナ－
（女性従業員の早期離職を防止

するための取り組み）

大阪狭山市商工会 事業計画参照

南河内特産品販路開拓事業

技術力向上、技術課題解決支援事業

製品・商品・サ－ビス魅力強化発信事業 富田林商工会 事業計画参照

中小企業のIT/IoT導入支援事業

大阪府商工会連合会 事業計画参照 105,750

大阪企業のコスト削減計画
 エコ活ＯＳＡＫＡ事業 大阪府商工会連合会 事業計画参照

事業継続計画（BCP）
策定支援事業

地域産業資源活用
商品販路開拓事業

295,425事業承継者等の育成事業 大阪府商工会連合会 事業計画参照

106,050

大阪狭山市商工会 事業計画参照

BCP（事業継続計画）策定支援事業

事業承継セミナ－ 羽曳野市商工会 事業計画参照 191,900

長野・狭山異業種交流会 436,320

松原商工会議所 事業計画参照 100,000

四條畷市商工会 事業計画参照 100,000

374,205

254,520

羽曳野市商工会 事業計画参照

ＩＴツール活用支援事業

242,400

191,900

大阪狭山市商工会 事業計画参照

”番頭さん”養成講座

400,000

商工展示即売会事業 大阪狭山市商工会 事業計画参照

ものづくり人材育成支援事業

100,000



○

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

事業名
    (スタンプラリー形式による活性化事業)
    ◎ラブリーハロウィーンｉｎかわちながの2019

新規/継続 継続

想定する実施期間 26 年度～

４－２．地域活性化事業 事業調書 河内長野市商工会

事
業
の
目
標

年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

市内商業者は、長引く不況や大型店の競合、人口減少(＝消費者減少)問題など、厳しい経営
状況下で、日々集客の方法を試行錯誤し努力をされています。そこで、その集客の一助とな
るよう市内商店街、商店会、商店組合が手を合わせ一つとなり市内全体において、自社のこ
だわり商品、こだわったサービス等を消費者へＰＲし売上や常連客の拡大、参加店周辺店舗
への集客効果を波及させるなど市内の商業活力強化へと繋げていく。

支援する対象
（業種・事業所数等）

河内長野市内商店街、商店会、商店組合

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

市内商店街、商店会、商店組合の各店において、普段、考えることの少ない自社に対する強
み、弱み、自慢の商品、自慢のサービスをあらためてブラッシュアップして考えていただき
それを発信することにより顧客拡大と地域一帯の活性化へと繋がる。消費者の高齢化が進む
中、ハロウィンに関係するスタンプラリー形式で若い方をターゲットに顧客拡大を図る為
に、各店集客の為の努力をいたたき活性化を図る。

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績
数値

H26年度より、スタンプラリー形式により各店消費者の方が回っていただき、河内長野市では、消費者
の高齢化が進む中、若い保護者の消費者の方の顧客拡大を図る努力も行ってきた。ラリー台紙のスタン
プ数は、Ｈ29年度より５店舗から７店舗に増やし、より多くの消費者の方に来店いただけた。
今年度参加店は、114店 (昨年度は117店参加) 10月8日(月・祝)抽選会は625名の来場者があっ
た。

反省点

H26年度より実施し、年々参加店からのＳＮＳでの発信や、今年は各個店で菓子を購入され
パッケージの装飾を工夫されるところが多く口コミによる新規顧客の確保などに繋げられて
いるが、自店の工夫の仕方がまだわからない個店もあり、商店会が一つになっての集客事業
の方法やその仕掛けづくりなど、意識の向上につなげていく必要があると感じた。

常連客の拡大により売上の向上を図り、販路支援を中心として相談指導（カルテ化）
に繋ぐことができる。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

河内長野市内の商店会、商店組合に対してイベント趣旨を通知し自社をあらためて見てもらうポイン
ト、事業目的などを記載した申込書を通知し、参加いただく店舗をまとめて、マップ(地区別・所在地表
示)形式にラリー台紙を作成し、市内参加店や市関係施設等に設置。又、市の教育委員会を通じて市内全
小学校の児童より保護者に手渡しで幅広く周知する。
 今回の実施内容として、昨年度に引き続き消費者の高齢化が進む中、若い方の新規顧客拡大を目指
し、今回もラリー形式(ハロウィン形式)で実施する。
①親、親族が同伴のもと、子供(中学生まで)が来店時に、トリックオアトリートと言うと菓子を子供に
プレゼントしラリー台紙にスタンプする。
②事業者は、同伴の親、親族の方に店舗並びに商品紹介を行い購入意識を高め、店舗紹介のチラシと次
回来店時のクーポーン券等手渡すなど顧客拡大の努力をいただく。
③本事業と連携して集客効果を上げる為、各商店会独自の事業も検討していただく。
④ラリー台紙の抽選については、一日間抽選会(於：ラブリーホール)を行い当選者に景品を渡す。同時
に、各店の店舗チラシ等配布し顧客拡大を図る。  実施時期：１０月

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

支援対象企業の
変化

指標 事業参加後のアンケートにおいて新規顧客が増加した店舗の割合 数値目標 70%

常連客の来店数の増加と新規顧客の拡大並びに売上の増加

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 本会が主体となり既存の７商店会(組合)を取りまとめる。募集につ

いては、ダイレクトメール、地域コミュニティ誌、ホームページ上
にて行なう。７商店会

その他目標値

目標値の内容⇒



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

①市町村等補助

標準事業費

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

算 出 額

係数 標準事業費

0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不

要）

50,500 7 5.00 1,767,500

0

交付市町村等

1,767,500

0

1,767,500

②受益者負担 負担金の積算

補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,767,500 0.50 883,750 0

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



○

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

事業名 創業者交流会（起業家支援事業） 新規/継続 継続

想定する実施期間 28 年度～

４－２．地域活性化事業 事業調書 河内長野市商工会

事
業
の
目
標

年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

若年者の人口流出や高齢化に伴う廃業により、小規模事業者は減少傾向である。また、市内
においては、事業所の交流や情報交換する機会が少ないため、事業者同士の横のつながりが
希薄で地域として事業所間の連携を自発的におこなうことは難しい。このような状況の中
で、創業の促進を推進し、当商工会が行政並びに金融機関等と連携して交流会を開催するこ
とにより、事業所間の連携、相互の経営力向上等を図り、起業家の育成、新たな事業者の創
出を見いだすことを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

創業を検討・準備している方、創業後間もない方

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

創業予定者、創業して間もない方は、他業種、他社との繋がりが少なく、よ
り多くのネットワークを構築していただくため、また、平成30年度に実施し
たアンケートからも交流会実施に対するニーズは高いと思われる。

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績
数値

【時期】
平成30年8月25日（土）、12月9日（日）
計２回実施、参加者31名
【内容】創業に向けての準備、考え方、参加者同志の交流、意見・名刺交換、先輩創業者の体験談等、
河内長野市の補助金制度の説明、日本政策金融公庫の新創業融資制度の案内を盛り込んでいる。現在13
名が創業し１0名が創業に向けて準備している。

反省点

本事業の認知、周知を行うため、さらに地道な活動が必要である。また、交流会後の
参加者に対する個別支援によるフォローが必要だと思われる。

日本政策金融公庫、市内の金融機関のネットワーク等を通じて、また、河内長野市産
業観光課の協力を得て事業のＰＲを行い、参加者を募る。本事業終了後についても、
創業の個別相談を行うことにより相乗効果を図る。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

創業を検討・準備している方、創業後間もない方を対象に、既に創業した方
や地域の創業者に創業までの過程や課題、創業の魅力等を紹介してもらう。
さらに創業者同志の名刺交換会、情報交換、意見交換会を年２回（予定：8
月・1２月）行い、創業への意欲を高めていただく。後日の交流も可能となる
よう参加者リストを作成して参加者へ配布し、連携・マッチングの促進を図
る。

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

支援対象企業の
変化

指標 創業に至った事業所数、創業に向けて取り組んだ事業所数 数値目標 50%

河内長野市産業観光課並びに日本政策金融公庫と連携し、交流会への支援要請及びそ
の他連絡調整・協議を密にしながら、事業者のニーズを把握する。

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

設定根拠は前年度の実績数を基にしている。募集については、創業
を検討・準備している方、創業後間もない方等を対象に巡回、窓口
での案内、会報、ホームページで周知する。

30

その他目標値

目標値の内容⇒



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

①市町村等補助

標準事業費

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

算 出 額

係数 標準事業費

0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不

要）

40,400 30 1.00 1,212,000

0

交付市町村等

1,212,000

0

1,212,000

②受益者負担 負担金の積算

補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,212,000 0.50 606,000 0

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



○

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

事業名  奥河内フルーツラリー2019 新規/継続 継続

想定する実施期間 29 年度～

４－２．地域活性化事業 事業調書 河内長野市商工会

事
業
の
目
標

年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

小規模な市内飲食小売店では、長引く不況や大型飲食店の競合などの影響により、厳
しい経営状況となっている。これを打破する為には、河内長野市自慢の地域の特色、
資源を有効活用し、河内長野ならではの地域一体型での事業を実施し、市内外より消
費者流入の強化を図り経営の向上に繋げる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

飲食店・菓子製造小売店

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

河内長野市は、果物、野菜などの農産物が豊富である。その地場産品と市内飲食関係事業者
とコラボし、今までにない新規性にとんだこだわりの新商品をブラッシュアップして開発
し、お店めぐり事業のスタンプラリー台紙に料理や菓子などを掲載ＰＲし新規顧客拡大とリ
ピーター確保に繋げて売上拡大を図る。

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績
数値

今まで河内長野市内の農業者と飲食関係事業者との交流の場がなかった為、Ｈ２９年度は、基礎作りの
第一段階として農業者との意見交換会を開催し、お互いの情報交換を行った。今回も農業者との意見交
換を行い結果、実施期間について、Ｈ２９年度は、８月１日より９月３０日の２ケ月間であったが、Ｈ
３０年度は最もフルーツの種類が多い時期の9月１日より10月３1日の２ケ月間実施した。Ｈ３０年度
の参加店は、当初3５店舗を予定していたが、３7店舗の参加があった。スタンプラリー応募はがき１枚
につきスタンプは３個１口で６個の2口で掲載した。応募されたはがきの枚数について、フルーツ賞Ｈ２
９年度３８通、Ｈ30年度49通、お食事券賞Ｈ２９年度２１０通、Ｈ30年度２39通、計、Ｈ２９年度
２４８通、Ｈ30年度２8８通の応募があった。

反省点

今回も各店取り扱い食材がフルーツをメインに実施し、フルーツの入荷できない場合、地場産野菜も取
り入れていただきバリエーション豊富にすることが出来たが、H30年度は、台風の影響により果実が落
下するなど、農産品に大きな影響が出たため、ラリーメニュー提供ができない日があった。リピーター
確保のためにも単に提供ができないだけでなく、他に代わるサービス対応の見直しをする必要があると
感じた。

 河内長野市(担当：産業観光課)認定商品「奥河内ｆｏｏｄｏ」や奥河内産フルーツ等を使用
することにより市内商業者とや奥河内産品の知名度を上げると同時に「奥河内ｆｏｏｄｏ」
の新たな認定商品応募の一助に繋げる。又、支援対象企業への訪問等により相談内容をカル
テ化へと繋げていく。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

低農薬等安全性の一定の審査基準をクリアした、「奥河内ｆｏｏｄｏ」の河内長野市認定農
産物や市内農業者並びに若手農業者(４Ｈクラブ)と市内飲食関係事業者と連携し奥河内産フ
ルーツ等を新規性のある料理、菓子等に使用し、奥河内感を前面に出してＰＲを図り、市内
外より消費者の流入を図る。又、事業期間終了後も各個店の魅力や商品の特色を色濃く出し
継続的に行なえるよう意識の向上も図っていく。
◎対象事業者と事業所数：飲食店・菓子製造小売店 ３5社
◎スタンプ台紙でのラリー形式
 ＊スタンプ３個(3店舗)で１口、上限2口まで
 ＊実施期間は、フルーツ等収穫期の9月～１０月の間の２ケ月
 ＊賞品は、奥河内ｆｏｏｄｏ認定品やフルーツ、参加店共通金券など

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

支援対象企業の
変化

指標 事業参加後のアンケートにおいて新規顧客が増加した店舗の割合 数値目標 70%

常連客の来店数の増加と新規顧客の拡大並びに売上の増加

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 前年度に引き続き企業数は、今回３５社に設定。募集に当たっては

商工会報、商工会・市商連ホームページや市広報誌の活用のほか、
経営指導員が企業訪問等を通して参加事業所を発掘する。35

その他目標値
目標値の内容⇒



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

①市町村等補助

標準事業費

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

算 出 額

係数 標準事業費

0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不

要）

50,500 35 0.50 883,750

0

交付市町村等

883,750

0

883,750

②受益者負担 負担金の積算

補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

883,750 0.50 441,875 0

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



○

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

事業名 キャッシュレス決済対策支援事業 新規/継続 新規

想定する実施期間 31 年度～

４－２．地域活性化事業 事業調書 河内長野市商工会

事
業
の
目
標

年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

我が国のキャッシュレス決済比率は約20％であるが、決済比率の高い国からのインバウンド増加や革新
的なサービスを提供する新たな事業者の参入等、キャッシュレス推進の機運が高まりつつあります。政
府としても2025年の大阪万博に向けて電子決済の普及を進めていく方針を発表しており、また2019
年10 月の消費増税に伴い、中小規模店舗向けのキャッシュレスに関連した景気対策が検討されていま
す。本セミナーでは電子マネーの基礎から最新決済サービスの特徴について学び、キャッシュレス決済
に取り残されず、顧客から選ばる事業所となるように支援を行う。

支援する対象
（業種・事業所数等）

中小企業・小規模事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

現金を使わない”電子決済”(キャッシュレス決済)が決済手段として世界的に標準化する
一方、我が国は遅れをとっている事から万博やオリンピックを見据えて、電子決済の普
及、ポイント還元を進めていく方針を発表しており、当地域においても今後広がりが予想
されるため、万全の準備をすることが必要であると考えます。

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績
数値

反省点

参加事業者の問題解決に向けた支援を行い、個別の課題解決に対して、税務・事業計
画作成支援等にてカルテ化に繋ぎ、相談事業との相乗効果を図る。また、受講者アン
ケートにより、個別相談を希望する事業所へ専門家の紹介を行い、セミナー開催後の
フォローを行う。

参加事業者の理解度 数値目標 70%

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

【時期】
9～11月の間で実施。
【講師］
直近の税改正の情報にも詳しい専門家を予定。前回の増税時の影響など具体的な事例
も交えながら、キャッシュレス決済の動向、導入に伴うメリット・デメリットなど詳
しく解説していただき、中小企業・小規模事業者の課題を掘り起こし、解決すべき効
果的な普及啓発を行う。
【実施内容】
・税制改正された部分での解説
・消費税軽減税率制度
・キャッシュレス決済の動向 など

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

キャッシュレス決済に対しての基本知識（メリット・デメリット）と対応策を理解す
ることで、事前準備を計画的に行え、円滑にキャッシュレス化に移行することがで
き、事業の継続・安定化に繋がる。

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

開催案内の周知方法として、巡回、窓口での案内、会報、ホーム
ページで周知する。

30

その他目標値

目標値の内容⇒

支援対象企業の
変化

指標



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

円

計 円

円

円

0 (a)府施策連携 0 (b)広域連携 0 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

20,200

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不

要）

算 出 額

①市町村等補助

係数 標準事業費

20,200 30 1.00 606,000

606,000

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 0

606,000

0

20,200 0

交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

606,000 0.50 303,000 0

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

事業名 求人・求職マッチング事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 27 年度～

４－２．地域活性化事業 事業調書 河内長野市商工会

事
業
の
目
標

年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪の有効求人倍率は1.82倍と改善するも、25～29歳で1.50倍、45～49歳で
1.19倍と厳しい。特に、福祉・介護事業の充足率は10％と深刻な人手不足である。
当地域の有効求人倍率（0.90倍、45～64歳で0.72倍）と中高齢の就職件数は府下
ワースト１です。雇用のミスマッチを解消することが課題である。
本事業は地域労働ネットワーク事業として、若者・中高年齢者等を広く対象とした求
人企業と働く意欲のある求職者をマッチングし、採用件数の増加を目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

ハローワーク河内長野管内の求人企業および就職困難者等を対象とする。
{若者・中高年齢者等の在職者や採用が多い企業および業種（介護関連に注力）}

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

前年実施した同マッチング事業参加企業へのアンケートや聴取りで、「年齢層（若者・中
高年齢者）や職種別での実施」、「次回開催時も参加したい」との要望が大半であった。
また、求職者からは「また開催してほしい」との声が多く、特に介護関連の求人・求職者
は複数回の実施を希望するニーズがあった。

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績
数値

参加企業数：下記【1】20社(介護関連)、【２】10社（延期で2月21日開催予定）
参加者数：下記【1】71人、【２】70人見込み（前年度実績から）
採用者数：下記【1】11人、【２】4人見込み（前年度実績から）

反省点

参加者を増やすためハローワーク各課との連携を密にする。ポスター・チラシの設置
場を増加、広報誌等でＰＲを強化、各種相談コーナーの充実。面談数・採用数を増や
すため開催日や実施回数を検討する。当日、参加者への声掛けも徹底する。

府施策連携労 10番
若者・中高年齢者等の求人企業（上記【１】は介護・福祉関連）と求職者を発掘し、合同面
接会や相談会への参加を促す。周知に注力する（各市町村・府総合労働事務所・関係機関・
開催会場の広報誌やＷｅｂサイトに掲載、ポスター・チラシの作成、ハローワーク内に介護
の求人特設コーナーを設置）。ハローワーク同管内の３市２町１村行政・３商工会、労働事
務所南大阪センター、ハローワークが広域で連携しマッチングを支援する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

日時・場所
【１】５月、７月、11月 ・ 場所：ハローワーク河内長野
【２】９月 ・場所：すばるホ－ル

内容
【１】①業種別（介護・福祉）合同企業面接会 ②福祉の仕事相談会
【２】①合同企業面接会と企業紹介コーナー ②中高齢者就業相談 ③シルバー人材セン
ター就業相談 ④パソコンによる求人検索 ⑤女性就労相談 ⑥ひとり親家庭生活相談
⑦障がい者就業相談 ⑧若者の就労相談 ⑨総合生活相談 ⑩労働相談 ⑪社会保険・労
働保険相談 ⑫シニアお仕事説明会 ⑬働くことＱ＆Ａコーナー

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

141

支援対象企業の
変化

指標 採用者数 数値目標 11人

意欲のある求職者の採用で人手不足を解消し、経営の安定と改善を図る。
求人活動等する中で労務管理等の知識を習得でき、法令遵守や情報収集にもつながる。

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

設定根拠…前回実施の求人・求職マッチング事業の合同面接会
     に参加した企業数（30社）
募集方法…求人情報、広報誌、チラシ、ポスター、Webサイト、メール
等30

その他目標値

目標値の内容⇒

当事業への参加者見込み数（＝前回の実績）



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

①市町村等補助

標準事業費

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

40,400 141

算 出 額

係数 標準事業費

0.05 284,820

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不

要）

40,400 30 1.00 1,212,000

0

交付市町村等

1,496,820

0

1,496,820

②受益者負担 負担金の積算

補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,496,820 1.00 1,496,820 0

河内長野市商工会 548,834 河内長野市商工会は中核団体として企
画運営等を調整する。求人企業数割り
（河内長野10社、大阪狭山10社、富
田林10社）

大阪狭山市商工会 473,993

富田林商工会

【備考】別添資料：「大阪労働局の労働市場月報（平成30年12月号）の ５ 年齢別常用求人･求職･就職状
況、 ２-(3) 産業別新規求人及び充足状況、２-(1) 月別・安定所別求人状況、 ３ 中高年齢者職業紹介状況」
「ハローワーク河内長野管内の有効求人倍率等の推移」

473,993

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）













○

○

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

事業名 顧客を呼ぶ店舗の作り方勉強交流会（販売力強化事業） 新規/継続 継続

想定する実施期間 25 年度～

４－２．地域活性化事業 事業調書 河内長野市商工会

事
業
の
目
標

年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

消費者はWebで価格等を比較して商品を購入する。売上向上には独自性をアピールし差別化
できる商品力と消費者から購入を促す魅力ある店舗力・お客様のニーズを汲み取る提案力が
必要である。専門家によるセミナーで事業者の意識改革を促し、「誰に」「何を」「どのよ
うに売るか」を明確にすることで独自のプラスα（知的財産）を見つける手ががりにする。
また、単にセミナーを受講する受身からグループディスカッションで交流し、成功したセミ
ナー受講生による経験者と情報交換と相互連携が可能となる。セミナー後の専門家派遣は、
小規模事業者がミラサポや補助金活用の情報を得て販路開拓支援から事業計画を考えるきっ
かけとなる。また、経営力向上を促すことで地域経済の活性化に結びつけることを目的とす
る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

小規模事業者（主に小売・飲食・サービス業）・新規開業予定者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

窓口や巡回での経営指導をする際、事業者は売上を向上させたいと強く思っている。
具体的に、集客した顧客をリピーターにするには、何が必要で、どう対処していくか
の顧客管理の方法や成功した経験談から売上向上のヒントがほしいと要望があった。
創業者は集客方法や事業継続の心構えができる。SNS活用の成功例など事業者間の人
事交流ができる。

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

平成30年度は3商工会の広域で実施をし25社の参加があった。アンケートでは、事
業者の販路開拓に参考になると好評であった。また、個別の専門家派遣では販促計画
支援を事業計画支援に発展させた。受講者には今後の事業計画を作成し今後の目指す
方向を明確にした方もいる。多くの受講者が補助金を申請し採択されこのセミナーを
有効活用されている。

反省点

セミナー後の個別の専門家派遣の利用を増やし、専門家と接する機会を有効活用して
もらい、能力開発や自己啓発の一助にしたい。
事業者と商工会指導員がともに踏み込んだ伴走方経営支援ができることを周知した
い。
台風の被害の影響で、9月中の参加募集期間や参加を予定してた事業所がキャンセル
されたため、２５社の参加事業所ですが、次回は予定数が集まるようにしたい。

セミナー参加をきっかけに、事業者は常に販促を仕掛けていくノウハウの重要性を痛
感する。専門家に実訪してもらうことで自社の店舗レイアウトや主力商品の配置・商
品入替え等の見せ方やチラシの構成まで相談できる。経営指導員の資質向上にもなり
販路・マーケティング力向上支援ができる。支援対象企業のうち40％のカルテ化を
見込み事業計画書作成支援に発展させる。今年度もグループディスカッションに重点
をおき、2商工会で異業種交流を深める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・
何を・
どのよ
う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
専門家によるセミナーを開催することで自社の現状を適正に把握する。地元地域の皆
様から愛される店と根強い自社のフアンを獲得すべく、自社の「お店ブランド」を確
立させるためのシナリオを作成する。交流会の場で自社をアピールをすることで、魅
せ方を工夫するようになる。お客様のニーズを汲み取るようになる。（予定企業数
30社×１日）
専門家派遣を希望した事業者に、経営指導員が連携をとり個別指導を行う。指導員は
事前に相談内容を把握し、問題点を明確にする。専門家と同行することで指導員が資
質向上する。ベテラン指導員と新人指導員の情報交換ができレベルアップにつなが
る。（カルテ化は予定企業数30社×40％）
日程の都合上、セミナーに参加しなかった事業所に巡回等で経営指導員が資料を提供
し情報を発信する。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

支援対象企業の
変化

指標 顧客獲得に動いた事業所数 数値目標 70%

各事業者がどうすれば店舗の魅力があがるかを考えることで、消費者目線の欲求を見
極める力が持てる。顧客数の拡大と売上増を目指し、経営の向上を図る。過去の受講
者は事業計画を考え目標を持って実践し、さらなる向上を目指し次の行動をおこして
いる。

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 各市の広報・商工会報・ＨＰ・コミュニティ誌・指導員による勧誘

等幅広く募集をする。
30社

その他目標値

目標値の内容⇒



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

①市町村等補助

標準事業費

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

算 出 額

係数 標準事業費

0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

平成25・26年度は、人材育成型で実施しましたが２７・２８・29・３０年度に続き３１年
度も
ディスカッションに重点をおき2商工会で人事交流を深めていただく。半日コ－ス
としてレベルアップを図るため複合型事業として＠30,300円を設定。

30,300 30 1.00 909,000

0

交付市町村等

909,000

0

909,000

②受益者負担 負担金の積算

補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

909,000 0.75 681,750 0

河内長野市商工会 465,870

大阪狭山市商工会 215,880

【備考】大阪狭山10社、河内長野20社

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



○

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

事業名
《耐震診断ステップアップ講習会》

2020年建築基準法等改正に伴う建築物省エネ法改正セミナー
新規/継続 継続

想定する実施期間 26 年度～

４－２．地域活性化事業 事業調書 河内長野市商工会

事
業
の
目
標

年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

建築・設計に関わる事業者を対象に、第1回目は、既存木造住宅の耐震診断・改修について
の知識を身につけていただき、2回目は、バリアフリー改修工事による補助金活用の講習
会、3回目は、空き家の利活用講習会、4回目は、「住宅省エネ技術（施工・設計）」、5回
目は、「インスペクション」の知識を身につけていただいた。今回は、2020年に建築基準
法等改正に伴う建築物省エネ法の改正点について、専門知識を身につけていただき、販路拡
大と地域貢献に努め、又、社会信頼性の向上へと繋げる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

建築業、設計事務所

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

平成27年７月に「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」（建築物省エネ法）が
公布され、平成２９年4月には、延べ面積2000㎡以上の新築の非住宅建築物に対し、建築
物のエネルギー消費性能基準（省エネ基準）の適合義務化が始まりました。そして2020年
までに、平米数関係なく、一戸建て住宅も含む全ての新築の建築物で建築物省エネ法改正の
適合義務化が段階的に拡大していきます。耐震などと同様、省エネに関しても基準に満たな
い建物は建築確認が下りなくなります。 ここ数年で、建築物の省エネに関わる法制度が大き
く変わります。建築や住宅、不動産に携わる実務者は、一連の法制度の動きを理解して実践
する必要があります。今回、「建築物省エネ法」改正のポイントなど、知識の習得・拡充を
目指し、専門的な知識を身につけることにより、建築業界での販路拡大に繋げていく。

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績
数値

平成２６年度より、耐震診断・改修について、平成２７年度は、バリアフリー改修工事によ
る補助金活用について、平成２８年度は、既存住宅・空き家の利活用について、平成２９年
度は、新基準で義務化される、省エネ技術（施工・設計）について、平成３０年度は、イン
スペクションの講習会を開催し、段階を踏んでステップアップした専門知識を取得すること
により、販路拡大に繋げることができることを十分認識いただいた。
(※H30年度 企業満足度 数値目標80  実績数値85 )

反省点
概ね理解はいただけた。出席者は各々建築の専門家の為、本セミナーの内容以外に、建築に
関して、自分なりに講師に聞きたい方が多くおられたので、個別質問のコーナーを設けても
よいのではと感じた。

大阪府建築士会と市役所都市創生課と連携し、建築物省エネ法改正のポイントなどの
知識を得てスキルアップを図る。又、支援対象企業の支援内容をカルテ化へと繋げて
いく。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

2020年までに、建築物省エネ法改正により適合義務化が段階的に拡大していき、基
準に満たない建物は建築確認が下りなくなります。 ここ数年で、建築物の省エネに
関わる法制度が大きく変わります。今回、建築業及び建築設計に携わる事業者を対象
に、大阪府建築士会を通じて、その改正のポイントの知識を身につけ、建築業界での
市場の拡大と地域の貢献に繋げる。

受講企業数：４０社
講習会場：河内長野商工会館
開催日：広域連携商工会と調整し決定

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

支援対象企業の
変化

指標
今回のセミナーの改正点のポイントと重要性、又、
今後の取り組み方を理解された割合

数値目標 80%

一般消費者、同業者からの知名度と社会信用性が向上し、スムーズな販路拡大を行わ
れるようになる。

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 募集に当たっては商工会報、商工会ホームページや市広報誌の活用

のほか、経営指導員が企業訪問等を通して受講事業所を発掘する。
40

その他目標値

目標値の内容⇒



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

①市町村等補助

標準事業費

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

算 出 額

係数 標準事業費

0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不

要）

20,200 40 1.00 808,000

0

交付市町村等

808,000

0

808,000

②受益者負担 負担金の積算

補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

808,000 0.75 606,000 0

河内長野市商工会 246,188
代表団体については、事務費用等負担
による配分  (※５％)

河内長野１５社
富田林 １５社
大阪狭山１０社

富田林商工会 215,887

大阪狭山市商工会

【備考】

143,925

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）



５－１．商工会等支援事業一覧

SB/CB創出支援事業
SB/CBへの経営支援の確立を目指し、支援研究会の設置と支援担当者
の育成及びSB/CB支援地域ネットワークづくりに取り組む。

CSR普及啓発事業

252,500

企業のＣＳＲ経営の確立を目指し、ＣＳＲ推進員の育成等
総合的な普及啓発及び相談体制の整備を図る。

金額（円）

1,221,800

概要事業名

河内長野市商工会



６．経費支出計画書（経費内訳） 河内長野市商工会

事業所数/回数 単 価（円） 計
320 25,000 8,000,000

10 10,000 100,000

24 30,000 720,000

26 40,000 1,040,000

1 20,000 20,000

24 20,000 480,000

30 25,000 750,000

110 20,000 2,200,000

1 20,000 20,000

5 20,000 100,000

10 20,000 200,000

17 50,000 850,000

10 20,000 200,000

5 20,000 100,000

30 20,000 600,000

5 10,000 50,000

10 10,000 100,000

20 20,000 400,000

1 10,000 10,000

10 20,000 200,000

0 5,000 0

320 10,000 3,200,000

19,340,000 19,340,000

Ⅱ 専門相談支援事業

計
408,000

288,000

288,000

288,000

1,272,000 1,272,000

算 定 基 準

別紙事業調書のとおり 9,026,159

事業承継支援

－

災害時対応支援

結果報告

17

小 計

事 業 名

Ⅰ 経営相談支援事業

区   分

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

支援機関等へのつなぎ

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

資金繰り計画作成支援

労務支援

12

※記帳支援のために税理士を活用する場合、26,000円×事業所数

12

12

金融個別相談

小 計

労務個別相談

補助金額

算 定 基 準

経営個別相談

53

合    計

Ⅲ 地域活性化事業

小 計

小 計

Ⅳ 商工会等支援事業

Ⅴ 合計

31,112,459

金融支援（紹介型）

補助金額

別紙事業調書のとおり 1,474,300

補助金額

記帳支援

補助金額

補助金額算 定 基 準
支援日数

算 定 基 準

財務分析支援

５Ｓ支援

事業所カルテ・サービス提案

事業計画作成支援

人材育成計画作成支援

ＩＴ化支援

債権保全計画作成支援

税務個別相談

創業支援

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援


